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雨水処理設備等の増設に関する説明資料

２０２０年 ２月２８日

東京電力ホールディングス株式会社



©Tokyo Electric Power Company Holdings, Inc. All Rights Reserved. 無断複製・転載禁止 東京電力ホールディングス株式会社

1
１．申請の概要

申請の概要
増設RO濃縮水受タンクエリアの新設に伴い，堰内雨水を適切に処理するため当該新
設エリアに集水ピット抜出ポンプ，移送配管の新設を行う。

変更箇所

変更箇所 変更内容

本文 基本仕様 ・ 増設RO濃縮水受タンクエリアの新設に伴う，集水ピット抜出ポンプの台数増

添付資料－1 全体概略図 ・ 増設RO濃縮水受タンクエリアの新設に伴う，集水ピット抜出ポンプの台数増

Ⅱ 2.36 雨水処理設備等
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２．新設エリア

新設箇所は以下のとおり。

増設RO濃縮水受タンク
エリア

：新設



©Tokyo Electric Power Company Holdings, Inc. All Rights Reserved. 無断複製・転載禁止 東京電力ホールディングス株式会社

3
３．増設RO濃縮水受タンクエリア集水ピット抜出ポンプ新設概要

増設RO濃縮水受タンクエリアの新設に伴い，堰内雨水を適切に処理するため集水ピット抜出ポンプ，移送
配管の新設を行う。

増設RO濃縮水受タンクエリア集水ピット抜出ポンプ新設前

タンクエリア
集水ピット抜出ポンプ台数

36m3/h

Ｈ６（Ⅰ） ２

Ｈ４北 ２

Ｈ４南 ２

Ｈ５ 2

Ｈ６（Ⅱ） 2

計 １０

タンクエリア
集水ピット抜出ポンプ台数

36m3/h

Ｈ６（Ⅰ） ２

Ｈ４北 ２

Ｈ４南 ２

Ｈ５ 2

Ｈ６（Ⅱ） 2

増設RO濃縮水受タンク 1

計 １１

：新設範囲

増設RO濃縮水受タンクエリア集水ピット抜出ポンプ新設後
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４．主な変更内容 （１）雨水移送系統

(1)  集水ピット抜出ポンプ（完成品）
台 数 66→67台
容 量 36m３／ｈ／台

雨水移送系統の機器の増設に伴い本文【2.36.2 基本仕様】【2.36.2.1 主要仕様】【2.36.2.1.2 雨水移送用貯留設備
（タンク），関連設備（移送配管，移送ポンプ）】について，以下のとおり記載の追加を実施する。

赤字が追加・変更点

名称 仕様

⑦集水ピット抜出ポンプから雨水回

収タンクまたは中継タンク入口

ヘッダーまで

呼び径

材質

最高使用圧力

最高使用温度

75A相当，100A相当，

150A相当

ポリエチレン

0.5MPa，0.74MPa

40℃

呼び径／厚さ

材質

最高使用圧力

最高使用温度

80A／Sch.40

100A／Sch.40

150A／Sch.40

SUS304TP

0.5MPa，0.74MPa

40℃

呼び径

材質

最高使用圧力

最高使用温度

80A相当

SUS304

0.74MPa

40℃（伸縮継手）

移送配管については，既に以下のとおり記載済みである。

表２．３６．１ 雨水処理設備等の主要配管仕様
(3) 雨水移送
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規格・基準等

今回増設（増設RO濃縮水受タンクエリア）する集水ピット抜出ポンプ，移送配管は，以下の規格に準拠し
た製品で構成される。

今回、増設する設備 規格

・集水ピット抜出ポンプ 日本産業規格

・移送配管 設計・建設規格、日本産業規格、
日本水道協会規格（ＰＥ管）

５. 設計上の考慮（規格・基準・構造強度等）

今回，増設（増設RO濃縮水受タンクエリア）する設備は，以下の構造強度評価の基本方針および耐
震性評価の基本方針に基づき構造強度および耐震性等の評価を実施する。

（１）構造強度評価の基本方針
・鋼材を使用している鋼管は，「JSME S NC-1 発電用原子力設備規格 設計・建設規格」のクラス3機器に準じた評価を

実施。（溶接部についてはJSME S NB-1 発電用原子力設備規格 溶接規格に準ずる）
・ポリエチレン管は，日本水道協会規格に適合したものを適用範囲内で使用することで，構造強度を有すると評価を実施。
・伸縮継手は，製造者仕様範囲内の圧力および温度で運用することで構造強度を有すると評価を実施。

（２）耐震性評価の基本方針

・雨水処理設備等を構成する機器のうち放射性物質を内包するものは，「発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針」の
Bクラス相当の設備と位置づけられる。耐震性を評価するにあたっては，「JEAC4601原子力発電所耐震設計技術規程」等
に準拠して構造強度評価を行うことを基本とするが，評価手法，評価基準について実態にあわせたものを採用する。支持部
材がない等の理由によって，耐震性に関する評価ができない設備を設置する場合においては，可撓性を有する材料を使用す
るなどし，耐震性を確保する。

既認可内容と変更なし



©Tokyo Electric Power Company Holdings, Inc. All Rights Reserved. 無断複製・転載禁止 東京電力ホールディングス株式会社

6

１．放射性物質漏えい防止等に対する考慮
(1) 漏えい発生防止

雨水処理設備等の移送配管は，耐食性を有するポリエチレン管とし，ポリエチレン管とポリエチレン
管の接合部は漏えい発生を防止のため融着構造とすることを基本とする。

(2) 漏えい検知・漏えい拡大防止
屋外敷設箇所等については，巡視点検により漏えいの有無等を確認する。移送配管から漏えいが確認さ

れた場合は，ポンプ等を停止し，系統の隔離及び土のうの設置等により漏えいの拡大防止を図る。
万一，漏えいしても排水路を通じて環境に放出することがないように，排水路から可能な限り隔離する

とともに，排水路を跨ぐ箇所はボックス鋼内等に配管を敷設する。

５. 設計上の考慮（漏えい防止・環境条件等に対する考慮）

今回，増設する移送配管については，以下の対策を実施する。なお，フランジ部については，全て堰内
に設置する。

２．環境条件等に対する考慮
(1) 自然災害対策等

雨水処理設備等は，アウターライズ津波が到達しないと考えられるT.P.約28m以上の場所に設置する。

(2) 凍結防止・紫外線防止
屋外に敷設されているポリエチレン管等は，凍結による破損が懸念される。そのため，雨水を移送して

いる屋外敷設のポリエチレン管等に保温材を取り付ける。
屋外敷設箇所のポリエチレン管等には，紫外線による劣化を防止するための耐紫外線性を有する保温材

等で覆う処置を実施する。

既認可内容と変更なし
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５. 設計上の考慮（機器の保全管理について）

今回申請する範囲の機器は，検査可能性，設備保全を考慮した設計とする。

点検長期計画を作成し，点検計画に基づき，設備保全の管理を実施する。（既設も同様に実施中）

今回設置する機器はポンプ，配管であり，代表的な点検に対する考慮は以下の通りとなる。

ポンプ

外観点検，分解点検

• 集水ピット抜出ポンプは，水中ポンプで取り外し可能であり，分解により部品の手入れ・交換等
の点検が実施可能な設計とする。

配管

外観点検、フランジ部点検

• フランジ（シール）部のガスケット交換等の点検が実施可能な設計とする。

既認可内容と変更なし
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確認事項 確認項目 確認内容 判定基準 具体的な確認方法

構造強度
耐震性

外観確認 各部の外観を確認する。
有意な欠陥がないこ
と。

品質記録にて確認又は立会に
て現場確認。

据付確認
機器の据付状態について確
認する。

施 工 図 等 の 通 り 施
工・据付されている
こと。

品質記録にて確認又は立会に
て現場確認。

耐圧・
漏えい確認

運転圧力で耐圧部分からの
漏えいの有無を確認する。

耐圧部から漏えいが
ないこと。

性能検査にて漏えいを確認す
る。

性能
運転性能

確認
通常運転時に性能確認を行
う。

異音，異臭，異常振
動等がないこと。

品質記録又は立会にて異音，
異臭，振動，漏えい等の異常
がないことを確認及び製品成
績書にてポンプ容量を確認。

新設する集水ピット抜出ポンプは，以下に基づき実施する。

表－４ 確認事項

６. 検査の確認事項

既認可内容と変更なし
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確認事項 確認項目 確認内容 判定基準 具体的な確認方法

構造強度
耐震性

材料確認
材料証明書等により使用材料
を確認する。

確認書類に示される使
用材料が，実施計画の
通りであること。

材料証明書にて確認。

寸法確認 主要寸法を確認する。
実施計画の通りである
こと。

材料証明書又は品質記
録にて確認。

外観確認 各部の外観を確認する。 有意な欠陥がないこと。
品質記録にて確認又は
立会にて現場確認。

据付確認
機器の据付状態について確認
する。

施工図等の通り施工・
据付されていること。

品質記録にて確認又は
立会にて現場確認。

耐圧・
漏えい確認

確認圧力で保持した後，確認
圧力に耐えていることを記録
等により確認する。
耐圧確認終了後，耐圧部分か
らの漏えいの有無を確認する。

確認圧力に耐え，構造
物の変形がないこと。
また，耐圧部から漏え
いがないこと。

品質記録にて確認又は
立会にて現場確認。

性能 機能確認 配管の通水状況を確認する。 配管が通水できること。
品質記録にて確認又は
立会にて現場確認。

新設する鋼管は，以下に基づき実施する。

表－５ 確認事項（鋼管）

６. 検査の確認事項

既認可内容と変更なし



©Tokyo Electric Power Company Holdings, Inc. All Rights Reserved. 無断複製・転載禁止 東京電力ホールディングス株式会社

10

確認事項 確認項目 確認内容 判定基準 具体的な確認方法

構造強度
耐震性

材料確認
材料証明書等により使用材料を
確認する。

確認書類に示される使用材料が，
実施計画の通りであること。

製品検査成績書にて確
認。

寸法確認 主要寸法を確認する。 実施計画の通りであること。
製品検査成績書にて確
認。

外観確認 各部の外観を確認する。 有意な欠陥がないこと。
品質記録にて確認又は
立会にて現場確認。

据付確認
機器の据付状態について確認す
る。

施工図等の通り施工・据付され
ていること。

品質記録にて確認又は
立会にて現場確認。

耐圧・
漏えい確認

確認圧力で保持した後，確認圧
力に耐えていることを記録等に
より確認する。
耐圧確認終了後，耐圧部分から
の漏えいの有無を確認する。

確認圧力に耐え，構造物の変形
がないこと。
また，耐圧部から漏えいがない
こと。

品質記録にて確認又は
立会にて現場確認。

性能 機能確認 配管の通水状況を確認する。 配管が通水できること。
品質記録にて確認又は
立会にて現場確認。

新設するポリエチレン管は，以下に基づき実施する。

表－６ 確認事項（ポリエチレン管）

６. 検査の確認事項

既認可内容と変更なし
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新設する伸縮継手は，以下に基づき実施する。

表－１０ 確認事項（伸縮継手）

６. 検査の確認事項

確認事項 確認項目 確認内容 判定基準 具体的な確認方法

構造強度
耐震性

材料確認
材料証明書等により使用材料
を確認する。

確認書類に示される使
用材料が，実施計画の
通りであること。

製品検査成績書にて確認。

寸法確認 主要寸法を確認する。
実施計画の通りである
こと。

製品検査成績書にて確認。

外観確認 各部の外観を確認する。 有意な欠陥がないこと。
品質記録にて確認又は立会
にて現場確認。

据付確認
機器の据付状態について確認
する。

施工図等の通り施工・
据付されていること。

品質記録にて確認又は立会
にて現場確認。

耐圧・
漏えい確認

確認圧力で保持した後，確認
圧力に耐えていることを記録
等により確認する。
耐圧確認終了後，耐圧部分か
らの漏えいの有無を確認する。

確認圧力に耐え，構造
物の変形がないこと。
また，耐圧部から漏え
いがないこと。

製品検査成績書にて確認。
耐圧試験条件は製造者指定
の要領に従う。

性能 機能確認 配管の通水状況を確認する。 配管が通水できること。
品質記録にて確認又は立会
にて現場確認。

既認可内容と変更なし
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